





































































































































































































































るもの。 ICA (米国国際協力局, InternationalCooperation Administrationの略称)
















































































































































































































として，在日兵站司令部(ＪＬＣ; Japan Logistic Command)が横浜に設置され
た(司令官ウォルター・ワイブルWalter Ｌ. Weible)。日本に駐留していた第８
軍傘下の４個師団のうち３個師団までが朝鮮に送られ，第８軍司令部も朝
鮮に移動したためＪＬＣが新設されたと言われる22)。以後，軍の調達は
ＪＬＣの調達部(Procurement Section)が一元的に実施することとなった。
日本側の協力体制　吉田首相は，1950年７月14日の施政方針演説におい
て，朝鮮戦争に対する日本の協力について次のように述べた23)。｢万一大
戦争の勃発した場合，軍備撤廃の結果わが安全保障は国民懸念の中心であ
ったが，国際連合の今回の措置はわが国人心の安定に益するところはなは
だ大なりと信ずる。わが国は，現在積極的にこれに参加する立場にはない
が，可能な範囲内でこれに協力することは当然のことと信ずる。｣
　山崎静雄が指摘するように24)朝鮮戦争への日本のスムースな動員は，
占領体制抜きには考えられない。国連軍は実質的には米軍であり，その中
核は，占領軍の米陸軍第８軍であった。連合国最高司令官マッカーサーは，
国連軍最高指揮官を兼任した。大橋武夫国務大臣(法務府)は，国会の答
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弁で，日本政府は，連合国最高司令官の発した命令に日本政府が服するの
は当然であるという論理によって，占領目的からは外れる朝鮮戦争のため
の調達命令であっても，これに従うのが当然だと述べた25)。
　占領のシステムが朝鮮戦争の調達に役立った主な事例を挙げておこう。
　まず，占領用の物資・サービスの調達機関として設けられていた特別調
達庁の役割である。朝鮮戦争のための物資調達は，主として在日兵站司令
部の調達部が行なったが，サービス(工事，労務など)については，特別調
達庁が担当し，その費用は国連軍関係分として後日，償還を受けるケース
が少なくなかった。基地労働者の調達や，基地工事などに，特別調達庁は
不可欠の存在であった。
　つぎに, PD (ProcurementDemand)工場の存在が指摘できる26)。ＰＤ工場
とは，占領軍が特定業者に設備の管理を命じ，軍の需要のために利用する
工場のことである。自動車，旧航空機などの工場を中心にＰＤ工場の指
定を受け，車輛の修理などに当った。朝鮮戦争が勃発した時に，ＰＤ工場
はただちに，特需向けの生産・修理に従事する態勢を整えることができた。
　調達物資・サービスの費用負担については，朝鮮戦争のための調達はア
メリカ側の負担という原則が公表された。とは言え，占領軍と国達軍とは
一体であったので，占領のための調達と，朝鮮戦争のための調達とを，明
確に区別することは不可能であった。事実，両者が混同されるケースは少
なくなかった。また，日本側は調達の内容を点検する権限は持たなかった
ので，アメリカ側の申告を受け入れるしかなかった27)。
　日本側の負担でとなった朝鮮戦争のための物資・サービスが，どの程度
存在したかを数量的に把握することは，おそらく不可能であろう。政府予
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算を見ると，昭和25年度においては，ほぼ前年度並の約956億円の終戦
処理費支出（昭和24年度は約964億円）がなされている28）。米軍の朝鮮半島
への大移動で，昭和25年度の占領軍経費は軽減したはずである。それに
もかかわらず終戦処理費支出額が減っていないことから，日本の総負担額
が前年度並となる範囲内で，朝鮮戦争調達のコストを日本側に負わせたと
いう解釈も成り立つ。
　（2）朝鮮特需の内訳
物資特需　朝鮮特需期（1950年６月～51年６月）では，勃発直後の８月～10
月に契約が集中している（図5）。契約高は，朝鮮戦争開始直後に急増し，８
月には5,935万ドルのピークに達した。その後，11月には1,953万ドル
　　　　　図５　特需契約高　月別推移（1950年７月～52年３月）
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にまで落ち込み，以後1951年前半までほぼ2,000万ドル台を推移した。
　1951年６月までの，朝鮮戦争開始後１年間の内訳では，繊維織物類，
金属及び金属製品が1/4ずつ，機械類が約1/5を占め，残りは，木材及び
紙類，化学製品，非金属（＝石炭等）が占めた（図6－1）。
　時間の推移にしたがって，特需物資の内容にも変化が見られる。朝鮮戦
争勃発直後にもっとも発注が多かったのは自動車で，最初の２ヵ月間（8
月28日まで）の特需契約額の２割を占めた。その後，1950年末にかけて
鉄鋼や毛織物が増大し，1950年末現在の契約額累計では，鉄鋼および鉄
鋼製品が2,978万ドルに達し，自動車の2,432万ドルを抑えて，トップに
立った。
　朝鮮戦争のために調達された個々の物資を見ると，繊維では，木綿生地，
毛布，麻袋，化学製品では薬品，金属では橋梁用鉄鋼材，有刺鉄線及び有
刺鉄線を張るための鋼柱，機械類では，蒸気機関車，鉄道貨車，トラック，
乾電池29）などが主要なものであった（表3）。
サービス特需　サービス特需の内訳は，資材・施設の修理加工がもっとも
多く，４割近くを占め,輸送が23%,建設が13％という順である（図6－2）。
　ただし，特需統計のサービス調達には，占領軍による労務者の雇用は含
まれていない。労務者の調達は，在日兵站司令部（ＪＬＣ）ではなく，日本側
の調達庁が担当したためである。ＬＲ労務者3o）と呼ばれた占領軍常雇労
務者数は，1950年上半期の21万人台から，1951年６月１日には29万
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図6－1　特需物資の部門別内訳（1950年７月～51年12月）
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表３　主要特需物資契約高(1950.6.25－51.6.17）
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図７　占領軍常用労務者数の推移（1949年１月～51年７月）
7,000人まで増加した(図7)。
　公共職業安定所取扱の労務者数の統計によれば，1950年7～9月の３ヵ
月，毎月，２万人を越すＬＲ労務者(常用・臨時)の雇用があり，その後
も，1951年５月まで，毎月１万人程度の新規雇用があった31)。職種は，
修理工，運転手，人夫，土工，荷扱夫，警備などに及んだが，常用労務者
については修理工の需要が圧倒的に多かった32)。
　特需の影響により，一般の雇用情勢も好転した。　ドッジ・ラインのもと
での企業の合理化によって失業者が急増していたが，朝鮮戦争勃発後，失
業率，求人数とも好転し，賃金も上昇した33)。
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　(3)特需景気
特需景気の特徴　1950年下期から51年上期にかけて，特需景気が現出し
た。鉱工業生産指数は，1950年10月に戦前水準を突破した。景気拡大は
ほぼ１年間つづき，1951年６月をピークに，その後52年４月まで景気は
後退した34)。
　特需景気の特徴は，突然起きた爆発的な景気上昇，半年後に生じた投機
現象，1951年３月以降の価格の崩落と景気の終焉といった，景気の波の
短さ，激しさにその特徴を見出すことが出来る。
　こうした特徴は，基本的には，特需が朝鮮戦争勃発というは予期しない
大規模な外生的要因によってもたらされたことに由来する。しかし，それ
だけでなく，景気の波を大きくした国内的な要因が存在したことにも注意
を払う必要がある。
　まず，ドッジ・ラインによる統制解除と朝鮮戦争開始の時期とが重なっ
たことが挙げられる。価格，物資配給，設備投資などの統制が廃止された
ことにより，それまで抑えられてきた企業活動が一気に活発化し特需ブー
ムに弾みをつけた。
　また，朝鮮戦争勃発後に，政府・日銀が積極的な輸入促進政策をとった
ことも，景気の加速化に少なからぬ影響を与えた。とくに，輸入金融優遇
という形で，日銀が景気刺激的な金融政策をとったことが，1951年の初
めの広範囲におよぶ投機を引き起こした。
　以下では，まず各産業への特需の直接，間接の影響を見，ついで，この
時期に取られた経済政策を検討したい。
　朝鮮特需の産業への影響については，｢昭和26年産業連関表｣35)にもと
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づく米澤義衛の研究がある36）。米澤は，国内生産に対する特需の比率はそ
れほど高くない（1951年国内生産の1.82％）（表4）が，波及効果も考慮に入
れれば，特需がなかったとすれば，1951年に，国内生産は5.55％，付加
価値生産額は2.27％減少したであろうと推計した。さらに，朝鮮戦争を
契機とする世界的なブームによる日本の貿易拡大も存在しなかったとすれ
ば，国内生産，付加価値生産額の減少率は，それぞれ15.30％，6.25％に
も及んだであろうと述べている37）。米澤の研究は，朝鮮特需の産業に対す
る影響が大であったとする通説を確認したものであるが，本稿も基本的に
この評価を受け入れている。
自動車産業　まず，特需からもっとも大きな直接的な利益を得た産業とし
て，自動車産業を取り上げよう。
　戦後自動車産業の復興は，朝鮮特需を抜きには語れない。
　1950年７月10日に，米陸軍第８軍調達部から日産，トヨタ，いすずの
自動車３社に対して正式発注の内示があり，50年７月末，８月，51年３
月の３次にわたって正式契約が結ばれた38）。警察予備隊向けに米軍が買い
上げた車輛（約1,600台）を含めて，1951年６月までに契約・納入された
台数は１万1,940台であった（表5）。完成自動車の特需は，基本的にこの
３次で終了し，その後の自動車企業に対する発注は主として修理だけであ
った。特需車輛は，軍用トラック，ダンプ・トラック，カーゴ・トラック，
－251－
表４　特需および輸出依存度（1951年）
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表５　朝鮮特需向け車両内訳
ウォータータンク・トラックなどのトラックであった39)。
　年間約１万2,000台という特需の規模は，現在の自動車生産の水準から
見れば微々たるものにすぎないが，1950年10月～51年６月の普通車販売
台数の49％を占めたことからも明らかなように40）,当時の生産規模から
すればきわめて大量の発注であったのである。
　ドッジ・ラインの不況で経営が悪化し，1949年～50年上半期にかけて
大幅な人員整理を実施するような状況にあった自動車企業各社(1949年９
月26日いすゞ自動車，同年10月５日日産自動車，50年４月22日トヨタ自動車が
－253－
人員整理を発表41))は，特需によって息を吹き返した。日産，トヨタの両社
は，1950年上期には無配であったが，1950年下期，51年上期には, 20%
～30％の配当を実現した42)。
　特需は企業業績の改善をもたらしただけでなく，政府や日本銀行の政策
や，世論一般の自動車産業に対する見方を変化させた。一万田日銀総裁が，
｢輸出を伸ばすといっても国際分業の建前にそうべきで，たとえば日本で
自動車工業を育成しようと努力することは意味をなさぬ｣と発言したのは，
朝鮮戦争勃発のわずか２ヵ月前の1950年４月12日のことであった43)。自
動車産業を育成しようという声は，朝鮮戦争前には弱かった。
　特需産業として自動車産業が重視された結果，1950(昭和25)年下半期
には，アメリカから機械設備を輸入するための外貨割当が認められ44)ま
た，1951年３月には，1950年度の見返資金の私企業直接投資追加分とし
て7,000万円の融資が，日産，トヨタ，いすゞの３社に対して認められ
た45)。
繊維産業　つぎに，特需の間接的効果が大きかった産業の代表として，
｢糸へん景気｣に沸いた繊維産業を見てみよう。
　特需物資に占める繊維産業のなかで，繊維製品が占める割合が大きかっ
たことは，前に見たとおりである。しかし，それは製品の売上において，
特需の比重が大きかったこと意味するわけでなない。繊維産業のなかで，
特需により直接的な利益を受けたのは，土嚢用麻袋の素材を生産する製麻
業だけであり，綿業や合成繊維などの主力繊維産業では，輸出と内需の急
増による間接的な効果の方がはるかに大きかった。
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表６　繊維製品の輸出と内需
　朝鮮戦争勃発と同じ時期に実施された，繊維産業の設備統制撤廃も生産
拡大を刺激したｇ綿紡績は1950年６月，毛紡績とスフ紡績は７月，化学
繊維は10月に, GHQ/SCAPによって設備の上限が撤廃された。６月に
400万錘の枠が撤廃された綿紡績業では，「新々紡」と呼ばれる新規参入
業者が相つぎ，1951年末には国内の紡錘数は600万錘を突破した46）。ま
た，1951年には綿織物輸出量は世界第１位を記録した。
　繊維産業の好調には，輸出の増進以上に，内需拡大の果した役割が大き
かったように思われる。 1950年から52年にかけては，内需の伸びが，輸
出（特需を含む）の伸びを上回った（表6）。
　1951年上期の法人所得ベストテンの大部分は，繊維企業で占められ
た47）。紡職業の企業は,平均して,1950年下期40.57%,51年上期40.00％
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もの高配当を実現した48）。
　中小の化学繊維織物業の場合には，アジア地域を中心に輸出が伸び49），
いわゆる「ガチャマン景気」（織機がガチャッと動くたびに１万円になるほど
の好景気の意）を現出した5o）。しかし，人絹糸の高騰は著しく，「原糸高の
製品安」の状況に置かれ，必ずしも安定した利益を得られたわけではなか
った51）。人絹糸相場（人絹ビス糸120D, 100ポンド）は，６月末に１万9,400
円だったのが，８月８日には４万5,000円にまで値上がりし，８月24日に
通産省が，価格抑制，暴利取締要綱を出すにいたった。オッパ取引と呼ば
れる,原料糸や織物の投機的取引も横行し,ブームに拍車をかけた52）。 1951
年2～3月には原料糸不足が深刻化し，福井県などで「糸よこせ運動」が
起きたほどであった53）。
鉄鋼業「糸へん景気」と並び称されるのが，「金へん景気」である。
　金属・金属製品は，1950年６月～51年６月の特需総額の1/4を占めた。
しかし，国内鉄鋼生産量に対する特需の比重は，1950年度に6.2%であ
り，さして高くはなかった54）。しかし，海外需要だけを取り出すならば，
戦後いち早く輸出産業として復活した繊維産業とくらべ，鉄鋼の輸出はま
だ活発ではなかったので，特需は輸出を補完する役割を果した（表7）。
　特需用の鉄鋼製品は，一次製品がレール，小型棒鋼，大型形鋼，鋼矢板
など，二次製品が有刺鉄線，ドラム缶，釘などであった。
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表７　鉄鋼特需と輸出
　鉄鋼輸出は，世界的な鉄不足や思惑取引により急増し，輸出量は，1949
年の24万トンから50年61万トン，51年102万トンに増大した。棒鋼の
国際価格は，アントワープＦＯＢ価格が特需開始から１年間で３倍にも高
騰した55）。
　特需による鉄鋼ブームのなかで，鉄鋼企業は，通産省の「昭和26年度
鉄鋼生産目標400万トン」に呼応して，1950年秋から51年初めにかけて，
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設備拡張計画を立てた。これらの案をもとに，「鉄鋼第一次５ヵ年計画」
（1952年２月）が策定された56）。朝鮮戦争は，３次に亘る鉄鋼合理化計画の
端緒をつくったと言えよう。
　特需景気による鉄鋼生産の拡大により，戦後鉄鋼業の抱える弱点はいっ
そう明瞭になった。原料炭については，中国貿易が禁止されたため，戦前
から輸入していた優良な開浬炭の輸入が不可能にり，アメリカからの輸
入に頼らねばならなくなった57）。鉄鉱石も，当面はアメリカから輸入した
が，コストの画で，東南アジアからの輸入を促進する必要性が強まった。
1951年～51年の「日米経済協力」構想の柱の１つとして，東南アジアの
資源開発が立てられた理由の一端は，鉄鉱石入手の緊急性にあった58）。
建設業　建設業の場合は，特需との関係において，他の産業と異なる特色
がある。
　まず第１に，建設業に対する在日米軍（連合国軍）の需要は，占領初期
においてすでに巨額に上っており，朝鮮戦争によって活況を呈したわけで
はなかった。特需は，占領の後半期に入ってから，とくにドッジ・ライン
の施行によって，顕著に減少し始めた米軍の発注を回復させる効果を持っ
た。
　自動車産業の場合も，占領初期から在日米軍の需要はあったが，それは
修理作業に限られており，規模の点で朝鮮特需とは比べものにならないほ
ど小さかった。
　これに対して，建設業の場合は，占領初期においては，占領軍から仕事
の大半を得ていた。占領軍工事は，日本の建設工事予算の2/3までをしめ，
土建業者の仕事の５割から９割が，占領軍関係の工事であった59）。
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表８　朝鮮戦争勃発直後の１億円以上の特需工事
　ドッジ・ラインの時期に，占領軍関係工事件数（大工事関係完了ＰＤ件数）
は，1948年の1,288件から，49年には679件に減少していたが，朝鮮戦
争の結果，50年には906件に回復した6o）。建設関係特需契約高は，1951
年７月１日までに1,130万ドル（約40億円）となっている。朝鮮戦争勃発
直後の１億ドル以上の工事としては，千歳，三沢，厚木，板付などの飛行
場拡張工事が目立つ（表8）。
　第２の特徴は，朝鮮特需に先立って，沖縄基地建設工事の発注が始まっ
ていたことである。
　沖縄の軍事基地化の方針は，1948年３月25日の「米国の対日政策に関
する勧告」（PPS28）により提起され，その改定案のNSC 13/2（1948年５月
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26日）を経て, NSC 13/3（1949年５月６日）において，アメリカ政府の政
策として正式に確定した。沖縄基地化のための予算5,800万ドルは，1950
米会計年度に計上された61）。基地建設の第１回入札は，1950年４月に実
施された62）。このように，沖縄の基地建設は，朝鮮戦争以前に計画されて
いたのであるが，建設工事が実施された時期は，朝鮮戦争と時期的に重な
ることになった。
　日本銀行の推計によれば，1951年６月までのドル払い支払工事発注額
は，朝鮮向け（組立式キャンプ，本橋等）13億円，日本本土（主として飛行場
・建設）30億円，沖縄（軍事基地建設）160億円の計203億円(5,600万ドル）
にのぼった63）。
輸送業　海運関係では，国連軍による船舶の傭船は，戦争の開始と同時に，
外航船舶を中心に飛躍的に伸びた64）。しかし，戦争勃発直後の７月の66
隻をピークに，10月以降は，急減し，1951年５月には19隻にまで落ち込
んだ（図8）。
　一般の船舶の需要もほぼ同じ推移を示した。欧米諸国が戦略貯蔵用物資
を大量に買付けたこと，日本の原料輸入先が中国からアメリカ等に転換し
たために輸送距離が伸びたことなどから不定期船運賃は急上昇し，1951
年５月には朝鮮戦争前の３倍の水準にまで達した。しかし，マリク休戦提
案とともに運賃は下がり始め，52年に暴落し，朝鮮戦争の前の水準にま
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図８　特需によるMSTS（米軍海上輸送部）傭船の推移（1950年７月～51年６月）
で下がった65）。
　他方，鉄道貨物輸送は，戦争勃発後，ほぼ漸増傾向を示し1950年７月
の約46万トンから，1951年６月の約82万トンにまで増大した（図9）。
1951（昭和26）年度第４四半期（1951年１月～3月）の使用貨車数は１日平
均1,440輛，国鉄全使用貨車の17％を占め，一般貨物輸送を圧迫するに
至った66）。
商社　輸入ブームは，1951年1～3月に頂点に達し，綿花や「新三品」（油
脂・皮革・ゴム）を中心に，投機的な取引が行われた。結果的には，もっ
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図９　特需貨物輸送トン数の推移（1950年７月～51年６月）
とも国際的に価格が高騰していた時に，大量に物資を買い付け，その後の
価格下落時に巨額の損失を抱え込む結果を招いた。 1950～51年の商社の
活動は，特需景気の投機的側面を集中的に反映している。
　｢新三品｣の１つである皮革は，1950年５月までに牛革に関する配給・
消費・価格の統制が一切廃止されたことから，戦後，原革の入手難に悩ん
できた業者が買付に殺到したために，1951年1～3月の最高値の時に輸入
量がピークに達する結果となった67)。
　生ゴムの場合には，朝鮮特需による自動車タイヤ，チューブ，履物など
が大量発注が引き金となって，ゴムエ業は活況を呈し，生ゴムの需要が急
増した68)。世界的な原料獲得競争による原料難,価格上昇に煽られて,1951
年1～3月に備蓄を目的とした大量の生ゴムの買付を行った。しかし，３
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月６日にアメリカが備蓄買付停止を声明すると，一転して生ゴム価格は急
落した。
　1951年春の「新三品」の暴落は，投機的取引を行っていた繊維系商社
に大きな打撃を与えた。 51年夏には，貿易商社は，「新三品」などの値下
がりした輸入物資を抱え，資金難にあえいでいたところへ，綿糸布など輸
出滞貨も累増して，苦境に立たされた。通産省の概算では，51年８月現
在で，輸入滞貨の値下がり損約180億円（大豆63億円，生ゴム50億円，原
皮23億円など），輸出滞貨の値下がり損約60億円（綿布43億円，化繊15億
円など）と推定された69）。
　商社は，商業手形の繰り回し，ユーザンス期限後のスタンプ手形利用な
どによって，経営悪化を糊塗した結果，７月の景気沈滞期に破綻は表面化
せず，11月になってから中小商社の破綻が表面化した7o）。大商社の整理
は，年を越して52年春に決着がついた。江商，高島屋飯田，兼松の三社
は，日銀の融資斡旋制度により71)救済借景を受けた72）。なお，その他の
有力商社の伊藤忠，丸紅，日綿，東綿などは，紡績会社，銀行が債務を棚
上げすることにより救済された73）。
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企業収益と株価の推移　企業収益の動向を，全国主要企業を対象とした三
菱経済研究所『本邦事業成績分析』によって見てみよう（表9）。
　全産業の利益率は，1950年上期には，朝鮮戦争前の49年下期を4.69
ポイント上回ったが，さらに，50年下期には50年上期の２倍を越える
29.74％に達した。朝鮮戦争の効果は，50年上期から51年下期まで２年
間にわたって看取できる。業種別に見ても，50年下期ないし51年上期に
　　　　　　　　　　　表９　業種別自己資本利益率
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図10　平均株価の推移
利益率がピークに達している業種が多い。
　とくに繊維産業は，1950年下期に60.06％という高い利益率を記録し，
｢糸へん景気｣を企業利益の面でも裏付けている。
　株価は，企業利益上昇にすぐには反応しなかった。株式ブームが起きた
のは，特需景気も一段落した1952年のことであった。
　ドッジ・ラインの引き締め政策，再建整備企業の株式の大量発行などに
より，1949年後半に暴落した株価は，50年前半も低迷しつづけた(図10)。
朝鮮戦争の勃発も株価上昇の引き金とはならず，株価は，1950年７月６
日に，東京株式取引所開所以来の最低値(東京市場225種の単純平均株価62
円30銭)をつけた74)。その後７月１ｌ日，12日には｢熱狂相場｣になり75)，8
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月21日に84円４銭まで上昇したものの，上昇局面は長くは続かなかった。
株価は，その後下落，低迷し，「秋高相場も期待外れ」に終わり76)1950
年末にも単純平均株価は72円台にとどまった。明らかに市場は，朝鮮戦
争の行方を不安視していた。
　その後も，株価上昇のペースは緩やかであり，ようやく，1951年半ば
から上昇に転じたのである。
　株価が，企業収益の増大に敏感に反応しなかった大きな原因は，証券市
場が末整備なことにあった77）。戦後，1949年５月に再開された証券取引
所が，ようやく流通市場としての機能を果し始めたのは，1951年６月の
信用取引（レギュラー・ウェイ）の開始，同じく51年６月の投資信託の再
開（投資信託法公布施行）以降であった78）。
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